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5 - 2　専門機関等からの聞き取り事例を分析考察 
障害者就業・生活支援センター事例①事例⑫⑬の
３事例いずれも、障害者枠で就労し、ジョブコーチ
等の支援を利用しているが、特に事例①では精神保
健手帳取得まできめ細かい介入の経過を聞き取るこ
とが出来た。また、本人の特性に応じた職業準備訓
練を行っている。
発達障害者の特徴としては想定していないことが
起こると戸惑って立ち尽くしてしまう。見通しがも
てないため、具体的指示がないと出来ない。発達障
害者は障害の有無が分かりにくいため、誤解を受け
やすい。仕事が立て混んだときに初めて障害がある
ことが分かる。
事例⑪では障害者が就業継続するためには、支援
者が介護の専門職であり、介護現場のことをよく
知っていることと障害特性に応じた作業手順書の作
成や指導が適切に行われていることが必要であるこ
とが分かった。介護福祉士資格だけではなく、それ
にプラスした技術や指導力を持った資格（キャリア
の上段位）が考えられた。 
事例④、⑤、⑨、⑩の４つの事例はクローズ就労
から、半クローズ就労の中で職場の障害への理解を
得られた事例であり、発達等の障害のある職員が介
護等の職場で就労する可能性が示唆された。特に事
例④、⑤では専門機関の介在の重要性が示された。 
事例③、⑧では発達障害者支援施設と就労移行支
援という種別は違っているが、同じ法人の施設であ
り、就労へ向けて関係機関との連携が密となってい
る点は同じである。しかし、事例③ではカウンセリ
ングルームなどを設け、臨床心理士を複数常駐さ
せ、就労レディネスグループカウンセリングや個別
面接、カウンセリングを行っており、障害者等への
支援が手厚い。発達障害のある学生には特にこのよ
うな体制が必要と感じた。 
事例⑦は精神科医からの聞き取りであり、専門医
との連携を視野に入れることの大切さを学んだ。 
事例⑩の当該センター長の話と事例⑭からは従
前、発達障害者は対人援助には不向きであるとされ
ていたが、適切な支援があり、それを受け止められ
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る当事者の態勢、環境が整えば、発達障害者であっ
ても、対人援助が可能であるという示唆を得た。
5 - 3　介護福祉士等、介護現場就労者、養成機関の
果たす役割 
介護分野に就労している者のうち、発達障害等コ
ミュニケーション力、対人関係、また、仕事を遂行
する上で困難があると推定できる職員が一定の割合
でいるということがわかる。就労してからそれらの
困難があるということがわかる事例が多い。しか
し、何らかの支援につながり、職場にそれらの困難
を受け入れる居場所や役割を見出していける場合は
介護分野を担うことが出来るということもわかっ
た。 
そのために介護福祉士等、介護現場就労者、養成
機関の果たす役割が明確になった。
１）学生の特性に応じた教育方法を実践する。この
ことはそれらの特性を有さない学生への汎化も可
能であり、有用であると考えられる。
２）きめ細やかな面談等（カウンセリング）を通
し、特性の強みと弱みを学生自ら自己覚知できる
ような時間や機会を設ける
３）社会的なサービスにつながる場合その支援をす
る。（手帳取得、障害者枠就労など）
４）あるいはその学生の特性や強み、弱みを就労先
へ伝え、就労先でも継続して支援できるような体
制や連携作りを養成校主導で行う。
５）介護福祉士を取得した者に特性理解、ジョブ
コーチ技術の習得を実施し、新たな資格または
キャリア段位につなげる。
６．終わりに 
こうした聞き取り調査と事例検討の中から見えて
きたのはコミュニケーション、対人関係の構築のた
めの技術が必要とされていること。発達障害者の特
性に即した視覚的教材の開発やSSTを活用した授
業の工夫が必要であることである。また、さまざま
な個性の特性に応じた指導が求められている。さら
に今後は発達障害の特性に詳しい臨床心理士等の専
門家の活用も考えられる。このような支援の活用は
一般学生にも非常に有効ではないかと思われる。 
一方で、本人に障害の受容が出来ているか否かが
重要である。障害の受容が出来ていない場合特性に
応じた指導が受けられず、介護福祉士の資格は取得
できても、就職後、失敗の経験を重ねることによ
り、二次障害を発症する可能性がある。その結果、
介護職に向かないのではないかと考え、職を辞し、
ニートに近い状態となる恐れがある。しかし、障害
の受容が出来ている場合、介護福祉士養成校で特性
に合わせた教育（SST等）やカウンセリングで自己
受容と困難なときに相談することを学ぶことが出来
る。その結果、介護職に就職後、失敗しても、障害
者就業・生活支援センター等、専門的支援機関へ相
談していくことに行き着く。障害認定を受けること
で、事業所の障害者雇用率適用となり、事業所側に
とってもメリットを得ることができる。また、一般
就労障害開示で就労 した場合にはさまざまな障害
者雇用支援制度を活用しながら就労を続けていく可
能性も広がるということが言える。 
今後は、長期的なキャリア形成支援の観点から、
就労・定着支援に資する具体的な教材の開発に向
け、調査研究を進めて行きたい。 
本研究は植草学園短期大学の共同研究の助成を得
て行われました。
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